
 

神戸市内部統制基本方針 

 

地方自治法第 150条第１項に基づき、神戸市内部統制基本方針（以下「本方針」と

いう。）を定め、本方針のもと、適正な行政サービスを提供する際の阻害となる事務上

の要因（ 以下「リスク」という。）を識別及び評価し、リスクの発生の未然防止や発

生時の早期対応を図るための仕組みを構築していきます。 

これにより、今まで以上に適正な事務執行を確保し、市民から信頼される市役所の

確立に取り組んでいきます。 

 

１．目的 

 

以下の４つの目的を達成するため、既存のルールや取組を活用しながら、必要な

内部統制制度を構築し、リスクへの対応を行っていきます。 

 

（１）事務の効率的かつ効果的な遂行 

 組織として必要なチェックを行って仕事を進めるとともに、ICT等最新の技

術の活用を通じて改善を図っていくことで、市民サービスの維持・向上をベ

ースとしながら、事務をより効率的かつ効果的に遂行します。 

 

（２）財務報告等の信頼性の確保 

 財政など市政の状況について、適切かつ分かりやすい情報発信に努めるこ

とで、財務報告等の信頼性を確保します。 

 

（３）事務に関わる法令等の遵守 

 法令等を遵守した適正な事務執行に努め、不適切な事務を把握した場合に

は速やかにその対応策を検討・実施し、全庁的に再発防止を図ります。 

 

（４）資産の保全・活用 

 市が保有する有形・無形の財産について、適正な取得、管理及び処分を実施

することで、資産の保全とともに有効な活用を図ります。 

 

２． 対象とする事務 

 

（１）財務に関する事務 

（２）その他市長が必要と認める事務 

 

３．内部統制の評価及び見直しについて 

 

内部統制の取組については、毎年度評価報告書にまとめ、監査委員の審査に付し

た上で、市会に提出するとともに、公表いたします。 

また、内部統制に関する評価結果、監査委員や市会からの意見等を踏まえ、必要

に応じて、本方針及び具体的な取組の見直しを実施します。 
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